
個人情報保護基本方針 

令和 5 年 2月 28日制定 

公益社団法人三重県青果物価格安定基金協会 

 

 公益社団法人三重県青果物価格安定基金協会（以下「当協会」といいます。）

は、「個人情報の保護に関する法律」（平成 15年法律第 57号。「個人情報保護法」）

に基づく個人情報の適正な取扱いの確保について取り組むために本個人情報保

護基本方針を定めます。 

 

１ 当協会の名称・住所・代表者の氏名 

公益社団法人三重県青果物価格安定基金協会 

〒５１４－０００４ 三重県津市栄町１丁目９６０（ＪＡ三重ビル内） 

会長理事 生川秀治 

 

２ 関係法令・ガイドライン等の遵守 

当協会は、個人情報保護法その他の法令及び個人情報保護委員会のガイドラ

イン等を遵守して、個人情報の適正な取扱いを行います。 

 

３ 個人情報の取得・利用 

  当協会は、個人情報を適法かつ公正な手段によって取得し、法令に定める場

合を除き、利用目的を公表または通知します（本方針による公表を含みます）。 

  当協会は、利用目的の達成に必要な範囲内で、適正に個人情報を利用いたし

ます。 

 

４ 個人情報の利用目的 

  当協会は、当協会定款に定める目的の達成並びに事業を行うため、取得した

個人情報を利用します。 

 

５ 個人情報の共同利用 

  上記、４の個人情報の利用目的の範囲内で適正に共同利用いたします。 

 

６ 個人情報の第三者提供 



当協会は、法令に基づく場合を除き、本人の同意を得ることなく個人情報を

第三者に提供いたしません。 

 

７ 安全管理措置に関する事項 

  当協会は、個人情報について、漏えい、滅失又はき損の防止等、その管理の

ために必要かつ適切な安全管理措置を講じます。また、個人情報を取り扱う従

業者や委託先（再委託先を含みます。）に対して、必要かつ適切な監督を行い

ます。 

 

８ 個人情報の開示等の請求 

  当協会は､個人情報の開示･訂正･利用停止･消去等の要求があったときは、

法令に基づき、すみやかに対応します｡ 

 

９ お問い合わせ窓口 

  当協会における個人情報の取扱いに関するお問い合わせや苦情に関しては、

下記の窓口にご連絡ください。 

 

① 住所 〒５１４－０００４ 

三重県津市栄町１丁目９６０（JA三重ビル内） 

公益社団法人三重県青果物価格安定基金協会 

② 電話番号 ０５９－２２９－９１２４ 

③ 受付時間 月曜～金曜（祝日、年末年始は除く） 

９時～１２時、１３時～１７時（職員不在の場合、留守番電話に

なる場合があります。） 
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公益社団法人三重県青果物価格安定基金協会定款 

 

第 1章 総則 

（名称） 

第 1条 この法人は、公益社団法人三重県青果物価格安定基金協会（以下「協会」という）

と称する。 

 

（事務所） 

第 2条 この協会は、主たる事務所を三重県津市に置く。 

 

第 2章 目的及び事業 

（目的） 

第 3条 この協会は、生産者の経営支援、需要拡大等を通じて、国民の重要な食料である青

果物の計画的な生産とニーズに即した供給を図り、もって国民・三重県民の食生活の向

上に寄与することを目的とする。 

 

（事業） 

第 4条 この協会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（1）青果物の価格差補給事業等に関する資金の造成及び管理に関する事業 

（2）青果物の価格が大きく低迷した場合に、農業経営への影響を緩和し、生産者の経営

安定を図るための価格差補給事業 

（3）特定果実（果樹農業振興特別措置法に規定する特定果実をいう。以下同じ。）の安

定的な生産及び出荷の促進に関する事業 

（4）優良な品目又は品種への転換等果樹農家の経営を支援するための事業 

（5）青果物製品（青果物を加工し又はこれを原料として製造した製品をいう。以下同

じ。）の原料として使用する青果物を安定的に供給する生産者に対し当該原料の価格

が著しく低落した場合に生産者補給金を交付する事業 

（6）青果物及び青果物製品の需要の増進を図るための事業 

（7）前各号に掲げる事業のほか青果物の生産及び出荷の安定に関する事業 

（8）その他この協会の目的を達成するために必要な事業 

2 前項第 1号から第 8号の事業は、三重県の区域において行う。 

 

第 3章 会員 

 （協会の構成員） 

第 5条 この協会は、協会の目的及び事業に賛同する個人又は団体で、次条の規定により協

会の会員となった者をもって構成する。
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2 この協会に次の会員を置く。 

(1) 正会員 

ア この協会の区域の全部または一部をその地区とする農業協同組合中央会、若しく

は協会の区域に従たる事務所を有する農業協同組合連合会 

イ この協会の区域の一部をその地区とする農業協同組合 

ウ 三重県 

エ 三重県内市町（以下「市町」という） 

オ 公益財団法人中央果実協会（以下「中央果実協会」という） 

カ この協会の区域の全部または一部をその地区とする事業協同組合連合会 

キ この協会の区域の一部をその地区とする事業協同組合 

ク この協会の区域の全部または一部をその地区とする県出荷事業者団体 

ケ 果実加工業者 

コ その他この協会の目的に賛同する者であって、理事会において推せんを受けた者 

(2) 指定・特定野菜会員 

ア 指定・特定野菜相当規模生産者 

3 前項の会員のうち正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下

「一般法」という。）上の社員とする。 

 

 （会員の資格の取得） 

第 6条 この協会の正会員になろうとする者は、協会所定の加入申込書を会長理事に提出

し、理事会の承認を受けるものとする。ただし、三重県、市町及び中央果実協会以外の

者にあっては、次に掲げる書類を加入申込書に添付しなければならない。 

(1) 定款または、これにかわるべき規程 

(2) 法人登記簿謄本 

(3) その他理事会が必要と認めた書類 

2 この協会は、前項の規定により入会の承認をしたときは、その旨を当該申込みをした

者に通知し、引受預り金口数に応ずる金額の払込みをさせるものとする。 

3 この協会の正会員になろうとする者は、前項の払込みをしたときに協会の正会員とな

る。 

4 この協会の指定・特定野菜会員になろうとする者は、指定・特定野菜等の作付面積が

定められた規模に達している事を証する書面を添付して加入申込書を提出しなければな

らない。 

 

 （会費等の負担） 

第 7条 正会員は、毎年度総会で別に定める会費を納入しなければならない。 

なお、既納の会費は、正会員の退会の場合においてもこれを返還しない。 
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（任意退会） 

第 8条 会員は、6ケ月前までに協会所定の脱退届を会長理事に提出することにより、事業

年度の終りにおいて退会することができる。 

ただし、協会がその会員に対し、退会を承認しない旨を通知した場合はこの限りでない。 

2 この協会は、その会員の退会により、業務の遂行に著しい支障を及ぼす場合でなけれ

ば前項のただし書きの通知をしてはならないものとする。 

 

 （除名）                

第 9条 会員が次のいずれかに該当するに至ったときは、総会の決議を経て、当該会員を除

名することができる。その場合協会は総会の開催日の 10日前までにその会員に対して、

その旨を書面をもって通知し、かつ総会で弁明する機会を与えなければならない。 

(1) 定款その他の規則に違反したとき。 

(2) 協会の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

(3) その他除名すべき正当な事由があるとき。 

 

 （正会員資格の喪失） 

第 10条 前 2条の場合のほか、正会員は、次のいずれかに該当するに至ったときは、その

資格を喪失する。 

(1) 第 7条の会費の支払義務を半年以上履行しなかったとき。 

(2) 総正会員が同意したとき。 

(3) 当該正会員が死亡し、又は解散したとき。 

 

第 4章 総会 

 （構成） 

第 11条 総会は、正会員をもって構成する。 

2 前項の総会をもって一般法の社員総会とする。 

 

 （権限） 

第 12条 総会は、次の事項について決議する。 

(1) 会員の除名 

(2) 理事及び監事の選任又は解任 

(3) 理事及び監事の報酬等の額 

(4) 貸借対照表、正味財産増減計算書の承認 

(5) 定款の変更 

(6) 借入金の最高限度額の設定 

(7) 解散及び残余財産の処分 
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(8) その他総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項    

 

 （開催） 

第 13条 総会は、定時総会として事業年度終了後 3ケ月以内に開催するほか、必要がある

場合に開催する。 

 

 （招集） 

第 14条 総会は、理事会の決議に基づき会長理事が招集する。 

2 会長理事は、正会員の 10分の 1以上の議決権を有する会員から、総会の目的及び理

由を示し請求があった場合、請求のあった日から 20日以内に総会を招集しなければな

らない。 

 3 総会の招集は、その開催日の 1週間前までにその会議の目的たる事項、日時および場

所を記載した書面をもって通知しなければならない。ただし、書面によって議決権を行

使することができることを定めた場合には、2週間前までに通知しなければならない。 

  

（議長） 

第 15条 総会の議長は、会長理事がこれに当たる。会長理事に事故等あるときは、副会長

理事、常務理事の順でこれにあたる。 

 

 （議決権） 

第 16条 正会員は、総会において各 1個の議決権を有する。 

 

 （決議）              

第 17条 総会の決議は、正会員現在数の議決権の過半数を有する正会員が出席し、出席し

た正会員の議決権の過半数をもって行う。 

2 前項の規定にかかわらず、次の決議は、正会員現在数の半数以上が出席し、正会員現

在数の議決権の 3分の 2以上に当たる多数をもって行う。 

(1) 会員の除名 

(2) 監事の解任 

(3) 定款の変更 

(4) 解散および解散の場合の残余財産の処分 

(5) その他法令で定められた事項 

3 正会員は、あらかじめ通知された事項につき、書面をもって議決権を行使することが

できる。 

4 前項の書面は、総会の日の直前の業務時間の終了時までに協会に到達しないときは無

効とする。 
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5 第 3項の規定により議決権を行使する者は、出席したものとみなす。 

6 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、候補者ごとに第 1項の決議を行

わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第 19条に定める定数を上回る

場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまで

の者を選任することとする。 

 

 （議事録） 

第 18条 総会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

2 議長及び出席会員のなかから、その総会において選出された議事録署名人 2人以上が

前項の議事録に記名押印するものとする。 

 

第 5章 役員 

（役員の設置） 

第 19条 この協会に次の役員を置く。 

(1) 理事 7名以上 10名以内 

(2) 監事 3名以内 

2 理事のうち 1名を会長理事とする。 

3 会長理事以外の理事のうち 1名を副会長理事、1名を常務理事とする。 

4  第 2項の会長理事をもって一般法上の代表理事とし、第 3項の常務理事をもって同法

第 91条第 1項第 2号の業務執行理事とする。 

  

（役員の選任） 

第 20条 理事及び監事は、総会の決議によって選任する。 

2 理事及び監事は、相互にこれを兼ねることができない。 

3  理事は理事会の決議により会長理事、副会長理事、常務理事各 1人を選任する。 

 

（役員の欠格事由） 

第 21条 次に掲げる者は本会の役員となることができない。 

(1) 法人法第６５条第１項各号に掲げられた者 

(2) 法人法第６５条第１項第３号に該当する罪刑又は第４号に該当する刑に処される

可能性のある罪で起訴されている者 

(3) 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（以下「認定法」とい

う。）第６条に該当する者 

(4) 認定法第６条第１号ロに該当する罪刑又はハに該当する刑に処される可能性のあ

る罪で起訴されている者 
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（役員の資格喪失） 

第 22条 前条に該当するに至った者は、該当時点で本会の役員の資格を喪失する。 

 

 （理事の職務及び権限） 

第 23条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行

する。 

2 会長理事は、法令及びこの定款で定めるところにより、協会を代表し、その業務を執

行し、副会長は、会長を補佐し、常務理事は、協会の業務を分担執行する。 

3  会長理事及び常務理事は、毎事業年度に 4か月を超える間隔で 2回以上、自己の職務

の執行の状況を理事会に報告する。 

 

（監事の職務及び権限） 

第 24条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作

成する。 

2 監事は総会及び理事会に出席し、必要があると認めるときは意見を述べなければなら

ない。 

3  監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、協会の業務及び財産

の状況の調査をすることができる。 

4  監事は、法令若しくは定款に違反等が認められる場合、理事会に報告しなければなら

ない 

 

 （役員の任期） 

第 25条 理事の任期は、選任後 2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時総会の終結の時までとする。 

2 監事の任期は、選任後 2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時総

会の終結の時までとする。 

3  補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとす

る。 

4  理事又は監事は、第 19条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任

により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての

権利義務を有する。 

 

 （役員の解任） 

第 26条 理事及び監事は、総会の決議によって解任することができる。 

 

 （報酬等） 
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第 27条 理事及び監事は、無報酬とする。ただし、常勤の理事及び監事に対しては、総会

において定める総額の範囲内で、総会において別に定める報酬等の支給の基準に従って

算定した額を報酬等として支給することができる。 

 

第 6章 理事会 

 （構成） 

第 28条 この協会に理事会を置く。 

2 理事会は、全ての理事をもって構成する。 

3  理事会の議長は会長理事がこれにあたる。会長理事に事故等あるときは、副会長理

事、常務理事の順でこれに当たる。 

  

（権限） 

第 29条 理事会は、次の職務を行う。 

(1)  協会の業務執行の決定 

(2)  各事業年度の事業計画書及び収支予算書等の承認 

(3)  理事の職務執行の監督 

(4)  会長理事、副会長理事、常務理事の選定及び解職 

 

 （招集） 

第 30条 理事会は、会長理事が招集する。 

2 会長理事が欠けたとき又は会長理事に事故があるときは、副会長理事が理事会を招集

する。 

3 理事会の招集は、その開催日の１週間前までにその会議の目的たる事項、日時および

場所を記載した書面をもって理事及び監事に通知しなければならない。 

 

 （決議） 

第 31条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数

が出席し、その過半数をもって行う。 

  2 前項に規定にかかわらず、一般社団法人及び一般財団法人関する法律第 96条の要件

を満たしたときは、理事会の議決があったものとみなす。 

 

 （議事録） 

第 32条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

2 当該理事会に出席した会長理事及び監事が前項の議事録に記名押印する。 

 

第 7章 資産及び会計 
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 （事業年度） 

第 33条 この協会の事業年度は、毎年 4月 1日に始まり翌年 3月 31日に終わる。 

 

（基本財産） 

第 34条 基本財産は、次に掲げるものをもって構成する。 

（1） 基本財産とすることを指定して寄付又は補助された財産 

（2） 総会の決議により基本財産に繰り入れることとされた財産 

2 基本財産は、取崩等を行う場合にあっては、あらかじめ理事会及び総会の決議を受け

なければならない。 

 

（資産の管理） 

第 35条  この協会の資産は、会長理事がこれを管理し、その方法は次項の規定によるほ

か、理事会の決議を経て別に定める。 

2 資産は、次の各号に掲げる方法によって運用する。 

（1） 理事会の決議を経て定めた金融機関への預金 

（2） 国債、地方債その他理事会の決議を経て定めた有価証券の取得 

3 前項の資産運用については、協会の目的を達成するために善良な管理者の注意を持っ

て行わなければならない。 

 

（預り金） 

第 36条 この協会は財政基盤の強化のため、正会員より預り金を徴収する。 

2  正会員は預り金 10口以上をこの協会に払い込むものとする。 

3  預り金 1口の額は 10,000円とする。 

4  預り金は、現金をもって払い込むものとする。 

5  正会員は、預り金の払い込みについて相殺をもってこの協会に対抗することができな

い。 

6  正会員が預り金の口数を増加しようとするときは、第 6条の規定を準用する。ただ

し、同条第 1項の添付書類は、提出することを要しない。 

7  預り金は、次のいずれかに該当するときは、正会員の請求によりその正会員の預り金

を限度として払い戻すものとする。 

（1） 正会員が退会したとき 

（2） この協会が解散したとき 

ただし、正会員が退会した場合の払い戻しは、退会した日の属する事業年度末

において行うものとする。 

 

（管理費等の支弁の方法） 
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第 37条  この協会の管理費及び事務費は、正味財産及び預り金等の運用益又は一般正味財

産をもって支弁する。 

 

 （事業計画及び収支予算） 

第 38条 この協会の事業計画書、収支予算書については、毎事業年度の開始の日の前日ま

でに、会長理事が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これを変更する場合

も、同様とする。 

2 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置

き、一般の閲覧に供するものとする。 

 

 （事業報告及び決算） 

第 39条 この協会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長理事が次の書

類を作成し、監事の監査を受け、理事会の承認を受けなければならない。 

（1） 事業報告 

（2） 事業報告の附属明細書 

（3） 貸借対照表 

（4） 正味財産増減計算書 

（5） 貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書 

（6） 財産目録 

2 前項の承認を受けた書類のうち第 1号・第 3号・第 4号及び第 6号の書類について

は、定時総会に提出し、第 1号の書類についてはその内容を報告しその他の書類につい

ては承認を受けなければならない。 

3 第 1項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に 5年間備え置き、一般の閲覧に供す

るとともに、定款及び会員名簿を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものと

する。 

（1） 監査報告 

（2） 理事及び監事の名簿 

（3） 理事及び監事の報酬等の支給の基準を記載した書類 

（4） 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを

記載した書類 

 

 （公益目的取得財産残額の算定） 

第 40条 会長理事は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第 48

条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得財産残額を

算定し、前条第 3項第 4号の書類に記載するものとする。 
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第 8章 業務の執行 

（業務方法書） 

第 41条  第 4条各号に掲げる事業の実施については、業務方法書(業務方法書とは、協会の

具体的な業務の方法の要領を記載した書類)の定めるところによる。 

2 業務方法書は、理事会の決議を経て会長理事が定める。これを変更しようとするとき

も同様とする。 

 

第 9章 定款の変更及び解散 

 （定款の変更） 

第 42条 この定款は、総会の決議によって変更することができる。 

 

 （解散） 

第 43条 この協会は、総会の決議その他法令で定められた事由により解散する。 

 

 （公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第 44条 この協会が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により協会が消滅する

場合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。）には、総会の決議

を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認定の取消しの日又は

当該合併の日から 1月以内に、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 5

条第 20号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

 （残余財産の帰属） 

第 45条 この協会が清算をする場合において有する残余財産は、総会の決議を経て、公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 5条第 20号に掲げる法人又は国若し

くは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

第 10章 公告の方法 

 （公告の方法） 

第 46条 この協会の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法により行

う。 

 

第 11章 事務局 

（事務局の設置） 

第 47条 この協会の事務を処理するため、事務局を設置する。 

  2 事務局には所要な職員を置く。 

  3 職員の任免は、会長理事が行う。 
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第 12章 補 則 

(委任) 

第 48条 この定款に定めるもののほか、この協会の運営に必要な事項は、理事会の決議に

より別に定める。 

 

附 則 

1 この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財

団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 106条第 1項

に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

2 この協会の最初の会長理事は小川英雄とする。 

3 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定

等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 106条第 1項に定める特例

民法法人の解散の登記と、公益法人の設立の登記を行ったときは、第 33条の規定にかかわ

らず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日

とする。 

附則 

この定款の変更は平成 28年 6月 27日から施行する。 

 

附則 

この定款の変更は平成 30年 6月 25日から施行する。 

 

附則 

この定款の変更は令和 7年 6月 13日から施行し、令和 7年 4月 1日より適用する。 

 





公益社団法人三重県青果物価格安定基金協会役員

役職名 氏　名 所　属　役　職 備考
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県本部長
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 Ⅰ 令和 8 年度事業計画書 

 

野菜業務、果実業務について、国、三重県、(独)農畜産業振興機構及び(公

財)中央果実協会の指導のもと、会員が一体となって各種事業を実施し、三重

県園芸作物の生産、出荷及び流通の安定を図り､農家経営の健全な発展に努め

る。 

 

1. 野菜関係 

野菜生産について、天候の影響による作柄の変動等のため、時として価

格が著しく低下し農家経営が圧迫されることがあり、再生産に影響を与え

る場合がある。 

このため、生産の安定を図り、もって農家経営の健全な発展に向けて、

国が実施する野菜価格安定制度等に基づき次の事業に取り組む。 

 

１）特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 

野菜価格が著しく低下した場合に、野菜農家の経営安定と次期作の確保

を図るため、価格差補給交付金を交付する特定野菜等供給産地育成価格差

補給事業を実施する。 

 

２）指定野菜価格安定対策事業 

指定野菜価格安定対策事業の県負担金の資金造成業務並びに、補填金が

適正に生産者へ交付されるよう (独)農畜産業振興機構と全農三重県本部

が集計した市場販売価格等の数値の確認作業、野菜価格安定事業の推進に

係る委託業務、重要野菜緊急需給調整等に係る産地情報調査員設置事業等

に関する業務を行う。 

 

 

２．果実関係 

果樹産地では、地域の特性に応じ、多様で高品質な果実が生産され評価

されている。一方で、担い手・後継者の不足や、気候変動に伴う高温等の

影響により生産量は減少し、安定供給体制の維持が危惧されている。 

このため、国の果樹農業振興基本方針等に基づき、需要や労働力に見合

った高品質で安定的な計画生産・出荷、担い手の育成・確保、省力樹形導

入等労働生産性の向上、気候変動対策等の取り組みを進め、産地構造を改

革し、生産基盤の強化を図る必要がある。 

こうした状況のもと、行政機関、全農三重県本部等と連携・協力し次の

事業に取り組む。 

 

１）果樹農業生産力増強総合対策 

行政機関、全農三重県本部等と連携し、うんしゅうみかん等、果実の生

産力増強対策を実施する。 



果樹経営支援対策、果樹未収益期間支援、果樹先導的取組支援事業、優

良苗木の安定確保等対策、花粉確保対策、自然災害被害果実加工利用促進

等対策、果樹型トレーニングファーム等推進条件整備等に取り組む。 

 

２）果樹経営支援対策事業、果樹未収益期間支援事業、果樹先導的取組支援

事業 

産地計画に基づく、担い手や産地が行う優良品目・品種への新植・改植、

整備事業・推進事業に対し支援する。この事業を担い手や産地に周知し、

事業の有効活用がさらに高まるよう取り組む。 

 

３．特別事業 

１）野菜産地振興事業 

特定野菜等供給産地育成価格差補給事業及び指定野菜価格安定事業の産

地拡大・新規産地育成並びに、産地強化計画等に則した生産振興を図るた

めの支援を行う。 

 

２）果樹産地生産振興・需要開拓助成事業 

産地計画等に基づく生産振興や需要の拡大・販路開拓等を図るための支

援を行う。 

 

３）消費拡大対策 

全農三重県本部等と連携し、うんしゅうみかん試食宣伝等を行い、消費

拡大を図る。 

 

４．法人運営関係 

１）協会業務の適正かつ円滑な運営のため、総会・理事会・事業検討会等を

開催する。 

 

２）公告並びにインターネットでの情報公開を行う。 

 

３）契約税理士の指導並びにセミナーへの参加等により、適正な会計事務・

法人運営を行う。 
 



 
  

（単位：円）
令和8年度 前年度 増減
(A) (B) (A-B)

Ⅰ．一般正味財産増減の部

 １　経常増減の部

(１)経常収益

基本財産運用益 1,240,000 990,000 250,000

基本財産運用益 1,240,000 990,000 250,000

特定資産運用益 8,180,000 6,990,000 1,190,000

預り金運用益 8,180,000 6,990,000 1,190,000

事業収益 5,700,000 6,500,000 △ 800,000

特定野菜補助金 700,000 1,000,000 △ 300,000

特定野菜造成資金負担金 500,000 500,000 0

特定野菜交付準備金戻入 4,500,000 5,000,000 △ 500,000

受取補助金 57,000,000 50,000,000 7,000,000

指定野菜価格安定対策事業補助金 7,000,000 7,000,000 0

果樹経営支援対策事業補助金 23,000,000 23,000,000 0

果樹未収益期間支援事業補助金 20,000,000 20,000,000 0

果樹先導的取組支援事業 7,000,000 0 7,000,000

普通財産収益 2,450,000 2,640,000 △ 190,000

受取助成金 1,400,000 1,400,000 0

一般正味財産運用益 1,050,000 1,240,000 △ 190,000

74,570,000 67,120,000 7,450,000

(２)経常費用

事業費 5,700,000 6,500,000 △ 800,000

特定野菜等価格差補給事業 1,500,000 2,000,000 △ 500,000

特定野菜等価格差補給事業返戻金 3,000,000 3,000,000 0

特定野菜交付準備金繰入 1,200,000 1,500,000 △ 300,000

補助事業費 57,000,000 50,000,000 7,000,000

指定野菜価格安定対策事業 7,000,000 7,000,000 0

果樹経営支援対策事業 23,000,000 23,000,000 0

果樹未収益期間支援事業 20,000,000 20,000,000 0

果樹先導的取組支援事業 7,000,000 0 7,000,000

特別事業費 1,900,000 1,900,000 0

野菜果実特別事業 1,500,000 1,500,000 0

消費宣伝費 400,000 400,000 0

事業管理費 8,490,000 6,990,000 1,500,000

給料手当 6,510,000 5,010,000 1,500,000

福利厚生費 20,000 20,000 0

会議費 100,000 100,000 0

旅費交通費 340,000 340,000 0

通信運搬費 120,000 120,000 0

消耗什器備品費 80,000 80,000 0

消耗品費 130,000 130,000 0

印刷製本費 70,000 70,000 0

研修･図書費 10,000 10,000 0

賃借料 1,060,000 1,060,000 0

雑費 50,000 50,000 0

       経常収益計

科　　　目 備考

Ⅱ　令和8年度収支予算書
　　令和8年4月1日から令和9年3月31日まで



 

令和8年度 前年度 増減

(A) (B) (A-B)

管理費 1,480,000 1,730,000 △ 250,000

給料手当 720,000 900,000 △ 180,000

福利厚生費 10,000 10,000 0

事務委託費 240,000 240,000 0

会議費 60,000 60,000 0

旅費交通費 110,000 110,000 0

通信運搬費 20,000 20,000 0

消耗什器備品費 30,000 30,000 0

消耗品費 20,000 20,000 0

印刷製本費 30,000 30,000 0

研修･図書費 110,000 110,000 0

賃借料 120,000 190,000 △ 70,000

雑費 10,000 10,000 0

74,570,000 67,120,000 7,450,000

0 0 0

２　経常外増減の部

(１)経常外収益

0 0 0

(２)経常外費用

0 0 0

0 0 0

当期一般正味財産増減額 0 0 0

一般正味財産期首残高 59,675,000 97,024,000 △ 37,349,000

一般正味財産期末残高 59,675,000 97,024,000 △ 37,349,000

Ⅱ．指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 48,379,000 59,209,000 △ 10,830,000

指定正味財産期末残高 48,379,000 59,209,000 △ 10,830,000

Ⅲ．正味財産期末残高 108,054,000 156,233,000 △ 48,179,000

当期経常外増減額

       経常外収益計

       経常外費用計

       経常費用計

当期経常増減額

科　　　目 備考



 
  

Ⅰ．一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

(１)経常収益

基本財産運用益 0 1,240,000 1,240,000

基本財産運用益 0 1,240,000 1,240,000

特定資産運用益 6,580,000 1,600,000 8,180,000

預り金運用益 6,580,000 1,600,000 8,180,000

事業収益 5,700,000 0 5,700,000

特定野菜補助金 700,000 0 700,000

特定野菜造成資金負担金 500,000 0 500,000

特定野菜交付準備金戻入 4,500,000 0 4,500,000

受取補助金 57,000,000 0 57,000,000

指定野菜価格安定対策事業補助金 7,000,000 0 7,000,000

果樹経営支援対策事業補助金 23,000,000 0 23,000,000

果樹未収益期間支援事業補助金 20,000,000 0 20,000,000

果樹先導的取組支援事業 7,000,000 0 7,000,000

普通財産収益 1,400,000 1,050,000 2,450,000

受取助成金 1,400,000 0 1,400,000

一般正味財産運用益 0 1,050,000 1,050,000

70,680,000 3,890,000 74,570,000

(２)経常費用

事業費 5,700,000 0 5,700,000

特定野菜等価格差補給事業 1,500,000 0 1,500,000

特定野菜等価格差補給事業返戻金 3,000,000 0 3,000,000

特定野菜交付準備金繰入 1,200,000 0 1,200,000

補助事業費 57,000,000 0 57,000,000

指定野菜価格安定対策事業 7,000,000 0 7,000,000

果樹経営支援対策事業 23,000,000 0 23,000,000

果樹未収益期間支援事業 20,000,000 0 20,000,000

果樹先導的取組支援事業 7,000,000 0 7,000,000

特別事業費 1,900,000 0 1,900,000

野菜果実特別事業 1,500,000 0 1,500,000

消費宣伝費 400,000 0 400,000

事業管理費 8,490,000 0 8,490,000

給料手当 6,510,000 0 6,510,000

福利厚生費 20,000 0 20,000

会議費 100,000 0 100,000

旅費交通費 340,000 0 340,000

通信運搬費 120,000 0 120,000

消耗什器備品費 80,000 0 80,000

消耗品費 130,000 0 130,000

印刷製本費 70,000 0 70,000

研修･図書費 10,000 0 10,000

賃借料 1,060,000 0 1,060,000

雑費 50,000 0 50,000

法人会計 内部取引 合計

       経常収益計

科　　　目
公益目的
事業会計

令和8年度収支予算書内訳表
令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

（単位：円）



 

 
 
 

 
 

管理費 0 1,480,000 1,480,000

給料手当 0 720,000 720,000

福利厚生費 0 10,000 10,000

事務委託費 0 240,000 240,000

会議費 0 60,000 60,000

旅費交通費 0 110,000 110,000

通信運搬費 0 20,000 20,000

消耗什器備品費 0 30,000 30,000

消耗品費 0 20,000 20,000

印刷製本費 0 30,000 30,000

研修･図書費 0 110,000 110,000

賃借料 0 120,000 120,000

雑費 0 10,000 10,000

73,090,000 1,480,000 74,570,000

 ２　経常外増減の部 △ 2,410,000 2,410,000 0

２　経常外増減の部

(１)経常外収益

0 0 0

(２)経常外費用

0 0 0

0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 2,410,000 2,410,000 0

一般正味財産期首残高 42,049,000 17,626,000 59,675,000

一般正味財産期末残高 39,639,000 20,036,000 59,675,000

Ⅱ．指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 41,691,000 6,688,000 48,379,000

指定正味財産期末残高 41,691,000 6,688,000 48,379,000

Ⅲ．正味財産期末残高 81,330,000 26,724,000 108,054,000

当期経常外増減額

       経常外収益計

       経常費用計

当期経常増減額

       経常外費用計

内部取引 合計科　　　目
公益目的
事業会計

法人会計
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Ⅲ 資金調達及び設備投資の見込み 

（令和 8年 4月 1日から令和 9年 3月 31日まで） 
 
 

1．資金調達の見込みについて 
予定はない。 

 
2．設備投資の見込みについて 
予定はない。 
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